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概要：本稿は、2012年 2月に大阪市立大学で開催された公立大学協会図書館協議会近畿地区協議会における基調講
演「学術知識の流通とオープンアクセスジャーナルの役割」の記録である。講演は、昨今の大学図書館運営の厳しさ
を踏まえ、学術知識の流通形態がグローバルに変化する中で、どのように学術知識の公共性を維持し、日本から国際
的に発信していくかを論じている。筆者の主張は、寡占化する国際商業電子ジャーナルの問題点、日本の社会科学に
おける国際発信の重要性、そしてオープンアクセスジャーナルの意義という 3つの部分から構成されるが、文学研究
科におけるインターナショナルスクールの拡充や雑誌UrbanScopeの創刊など、筆者の具体的取り組みを踏まえた研
究国際化への方途も例示される。 
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1. はじめに 
 本稿は、2012年 2月 21日に大阪市立大学学
術情報総合センタ （ー略称「学情センター」）文
化交流室において開催された公立大学協会図書
館協議会近畿地区協議会における基調講演「学
術知識の流通とオープンアクセスジャーナルの
役割」の記録である。昨今の大学図書館の運営
は、大学予算の削減、雑誌購読費の高騰、文献・
書籍のオンライン化や電子化、それに伴う学生
の図書館離れといった諸要因から、厳しさを増
している。その背景には公共セクターの縮小、
学術知識流通の革新、国際学術出版社の寡占化
という問題がある。講演はそうしたグローバル
な学術環境が変化する中で、学術知識の公共性
を維持し、日本から国際的に発信していく方法
について論じている。そして、言及される事柄
の多くは、筆者の学情センター副所長としての
業務従事、所属研究科での事業実施、そして人
文科学を含む社会科学分野での研究経験に基づ
いている。 
  なお、本稿は録音された講演および質疑応答
の内容を反映しているが、論旨を明確にするた
めに、重複した表現を削除するなどして発言部
分を大幅に加筆修正し、一部の固有名詞は匿名
化している。また、講演という性格から、口頭
説明に不十分な部分が散見されたが、注によっ
て補足した部分以外での講演内容の補遺は可能
な限り控えた。たとえば、商業学術誌の寡占化
を是正することによって、出版市場に適正な競
争原理が働き、購読者に有利な価格低減効果を
もたらす可能性などについても言及すべきであ
ったが、本稿には加筆していない。いずれにせ
よ、本稿の内容はあくまでも著者の個人的見解
に基づいており、学情センターはじめ大阪市立
大学のいかなる組織の見解も代表するものでは
ないことを、あらかじめお断りしておく。 † 大阪市立大学 学術情報総合センター副所長 
  文学研究科人間行動学専攻地理学専修教授 
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2. 講演の枠組み 
 例年、大阪市立大学で図書館関連の会が開か
れる際には、副所長として講演せよということ
で、昨年に副所長を拝命しましたときにも、お
話しをさせていただきました。そのときのテー
マは、どちらかというと機関リポジトリ 1)の意
義という点から、私のやっている仕事について
お話ししました。今年は、それと関連して、最
近の電子ジャーナルをめぐる状況についてお話
しします。この問題は図書館関係者の方であれ
ばどなたもご存じかと思うのですが、それを図
書館の将来的運営、そして日本における、特に
社会科学分野の研究活動のあり方と関連させて
お話しします。タイトルにありますように、電
子ジャーナルに代表される学術知識の流通の大
きな変化をどう評価するのか、それに対応する
形でオープンアクセスジャーナル（OAJ）2)を
どのように意義付けていくかがテーマとなりま
す。 
 まず、学術知識の流通形態は、ここ 10 年く
らい、電子化によって大きく変わってきました。
それを私なりの観点から整理して、電子ジャー
ナルの購読から編集、さらに流通の実際をどう
評価するかについてお話しします。ここで重要
なのは、日本の社会科学がどのように研究成果
を国際発信していくのかということです。そこ
から、一昨年、私が中心となって文学研究科の
都市文化研究センターで始めたUrbanScopeと
いう新しいタイプの雑誌が、どういう目的を持
っているかという話につなぎます。最後に、以
上の観点から大学の図書館に何を期待したいか
という話で結びたいと思います。 
 
3. 社会科学分野における学術知識の流通 
3.1 流通の変化 
 最初に、学術知識の流通について、日本の社
会科学の場合どうなっているか、お話しします。
従来から、研究成果の刊行は紙媒体で行われて
いて、それに口頭発表を加えて、我々は業績の
評価を受けます。ですので、伝統的には知識の
流通は、だいたい同一の学問分野や学会員、あ
るいは特定の学会誌の購読者という、内部に限
定される傾向があったかと思います。しかし、
その業績が、誰に、どういう風に読まれ、引用
されているかはあまり問われません。自然科学
の場合なら、インパクトファクター（IF）3)な
どが考慮されますので、どれくらいの IF の雑
誌に投稿しているかによって業績を評価できま
す。しかし、日本の社会科学では一般的にまだ
使われていません。ただし、社会科学分野でも、
成果公開の電子化によって、大きな変化を来し
つつあると思います。 
  この研究成果の急速な電子化は、だいたいこ
こ 10 年の変化で、最初は文献の検索データベ
ースという形でスタートしました。OPAC4)に始
まり、最近のCiNii5)に至るまで、オンラインデ
ータベース化が急速に進んできました。それと
並行して学術雑誌がどんどん電子化され、学会
などの口頭発表情報も J-STAGE6)で電子化さ
れるようになりました。それから、検索データ
ベースが、CiNii に代表されるように高機能化
してきて、最近は Google Scholar7)などを使え
ば、世界中の研究者の情報を簡単に入手できる
という、急激な変化が起こっています。 
  そういう中で、1990年代から注目されてきた
のがオープンアクセスです。オープンアクセス
についてはあとでご説明します。それから、も
う一つは機関リポジトリです。これは、大学内
の研究者の研究成果をオンライン化してアクセ
ス可能にする仕組みです。つまり、ここ 10 年
の変化とは、検索、研究成果へのアクセスの容
易化なのです。そして、実際にアクセスされ、
読まれることを意識して研究成果を公開してい
く方向に流れていると思います。その結果、オ
ンライン化しているサーバーでのアクセスを解
析すると、国内外のどこからアクセス、ダウン
ロードされているか、あるいは読まれているか
をだいたい確認できるようになっています。 
  さきほど言いましたように、日本の社会科学
の場合、自分の研究が誰に読まれているか、ど
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う引用されているかはあまり問題にされません。
学会誌での掲載ならいいとか、そうでなかった
ら少し評価が低いとか、そういう感じなのです。
しかし、論文がどれくらいアクセス、ダウンロ
ードされているかを、たとえば「紀要論文デー
タベース」8)などを通して調べることは可能で
す。そういう指標を使うかどうかはさておき、
技術的には可能になっています。将来的には、
論文がどう読まれているかということも、研究
者に問われてくるのではと思います。 
 
3.2 国際電子ジャーナルの影響 
 この電子化の流れの中で大きな影響を与えて
いるのが、電子ジャーナルです。みなさんご存
じの通り、この電子ジャーナル化については、
大手の商業雑誌の活発なマーケティングの中で、
大学図書館がこれにどう対応するかは大きな問
題になっています。従来は冊子体で購読してき
たわけですが、今や冊子体よりも電子媒体一本
で購読する方が良いという流れになっています。
こうした電子化の誘因として、知識を流通させ
ることが冊子体よりもはるかに簡便であること、
アーカイブの電子化によって蔵書スペースを大
幅に節約できることなどがあります。さらには、
いろいろな付加価値によって高機能化させるこ
とができます。冊子体にはなかったような、ダ
ウンロードとか引用の確認、検索、相互リンク
などの機能を付加することによって、研究活動
を容易化、迅速化、高度化できます。 
  ダウンロードや引用の数値データが把握でき
るようになると、今度は IF などによる商業・
学会誌の格付けがより客観的になってきます。
したがって、これが業績評価、大学の格付け、
雑誌の格付けという形で活用されていくと、学
術活動や研究公開のための新たなフォーマット
が創造されていくかもしれません。実際にはそ
こにいろいろなメリットがあると考えて良いの
かと思います。 
  ところが、少々困ったことも起こってきます。
そういう商業雑誌が、もちろんここには学会誌
も入ってきますが、商業雑誌が研究者、研究機
関の機能とステータスを左右する状況が起こっ
てきます。さきほど言いましたように、IFなど
が客観化されていくことで、数値化されたステ
ータスが重視され、商業雑誌の購読やそこへの
投稿が研究を左右していきますので、研究成果
公開が商業雑誌に依存するということが起こっ
てきます。ですので、研究上重視される商業雑
誌を大学が購読しているか否かが、その図書館
や大学の質を規定するという問題も発生するわ
けです。 
  次に起こってくるのは、その商業雑誌の購読
費をどうやって捻出するかという問題です。利
用実績に関係なく電子ジャーナルは高騰し、し
かもパッケージ化による寡占化が進行して、大
手の商業誌出版社との価格・契約交渉が必要に
なってきます。出版社側もサーバー機能に多額
の投資をして、高騰化を促します。また大学間、
国家間で多重価格を設けていて、それぞれの大
学と個別交渉しながら、国によっては価格を安
くして市場を広げていく戦略をとっています。
こういう多国籍企業の複雑な価格設定に対して、
経費捻出や交渉という対応が必要になっている
のが現状です。 
  購読費が高くなれば、予算に限りのある大学
や図書館は、購読を停止しようとします。国公
立の大学は特にそうだと思うのですが、運営費
交付金が削減されれば、高額の電子ジャーナル
は削減の対象になります。そして、出版社にも
購読を停止されるのではないかという不安が常
にあり、雑誌のパッケージ化を進めてきます。
複数の雑誌をパッケージ契約にして、単独誌の
購読を停止しにくくするのです。ここで、財政
構造的に購読継続が困難になる大学と、購読費
を上げながらも購読継続させようとする出版社
との間に利害の対立が生じてくるのです。 
  そもそも、我々は金儲けのために研究してい
るのではありません。もちろん、パテントとか、
自然科学では直接お金になる研究もあるかと思
いますが、社会科学では金儲けになるような研
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究はほとんどないと思います。公的資金による
研究は公益のために行いますので、当然それで
生産された知識も公共性を持っています。そう
いう公共性のある研究成果を、たとえば商業誌
で公開すると、その雑誌が非常に高価になって、
購読できなくなるかもしれない。つまり、実は
公共のためにやった研究成果が公共に発信され
ないという問題が起こりえます。ですから、商
業雑誌の経営戦略を勘案しながら、研究成果の
公共性を維持していく知恵が、特に国公立大学
には求められてくると思います。 
  次に、この電子ジャーナルの利用実績につい
て見ますと、学問分野ごとに利用の格差がかな
りあります。本学でも研究科によって電子ジャ
ーナルの「使い方」はかなり違います。「買うだ
け、読むだけ」から「論文を載せる」まで利用
実態に幅広い差異が存在します 9)。ただ、こう
いう形で、学術雑誌の電子化が進んでくると、
国際的な雑誌へのアクセスは間違いなく容易に
なります。したがって、研究成果を外国語、端
的には英語で読む、あるいは投稿するというこ
とが加速度的に起こってきます。文学研究科は
「インターナショナルスクール」10)というもの
を立ち上げて、英語による国際発信力の育成を
進めています。これは、日本の学問の国際化へ
の「立ち遅れ」を、なんとか国際化の方へ向け
ていって、発信できるように、あるいは受信も
スムーズにいくようにするためで、英語の国際
学術語化を加速する動きに与していくことにな
ります。 
 
3.3 研究「貿易」の不均衡 
  ただ、そういう「学術的な英語」と、英語を
中心に考えるわけですが、この国際学術語がど
ういう形で使われているかを見てみますと、日
本の社会科学には研究成果の輸出入に不均衡が
あるようです。地理学は特にそれが顕著で、外
国理論の「入超」が見られます。電子ジャーナ
ルを通して、外国の研究にアクセスすることは、
飛躍的に容易になってきています。地理学の場
合は、冊子体中心の時代から、英語雑誌購読に
対する熱意というのが、非常に高かったのです。
どう活用してきたかというと、英語雑誌で欧米
の理論を参照して、日本の事例で研究して、そ
のまま日本の中に流通させるのです。それを欧
米、英米の方にはほとんど返しません。このよ
うに理論を一方的に輸入することは、過去批判
されてもきたのですが、今もあまり変わってい
ません。 
  日本がそのようになっている理由の一つは、
各国の社会科学部門が高等教育を中心にどのよ
うに成立してきたかという、歴史的経緯です。
日本の場合は、学位を自前で出せるくらいまで
高い高等教育のレベルを保持してきました。こ
れ自身は悪いことではありません。フランスも
そうです。対して、シンガポールを見てみます
と、公用語は英語で、大学の教員を見ていると、
アメリカやイギリスの大学で学位を取った人が
多いように思います。韓国も少し似たようなと
ころがあって、アメリカやイギリスで学位を取
った人が、帰ってきて韓国で教えるようです。
こういう国のほうが、大学の国際発信は進みう
ると思います 11)。ですから、国際発信が進んで
いないのは、学問のレベルが国内で十分高く、
無理して外国語を使って学位を取る必要がなか
った結果だと考えられます 12) 。 
 ですから、さきほど日本の「立ち遅れ」と言
いましたが、被害妄想的に考えない方が良いと
思います。これは、独立してやってくることが
できたということです。この「立ち遅れ」の意
味をとらえ損ねると、「英語による発信力が不足
している」といった強迫観念になるかもしれま
せん。その上に「英文電子ジャーナルを購読し
続けないといけない」、「それがこの大学の質を
決めるのだ」という風に考えてしまうと、英語
のヘゲモニーにさいなまれるだけです。「立ち遅
れ」は実際数値的に見えるところはあるのです
が、それは学問のレベルが劣るということでは
全くありません。レベルの高い学問をどうやっ
て外国の方にも発信していくかというスタンス
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で、少し落ち着いて考えてみたら良いのではと
思います。 
 
4. 出版社寡占化の問題点 
  そこで、最近研究者の間で批判が起こってい
るA社についてお話しします。本学の都市研究
プラザが編集している City, Culture and 
Society （略称CCS）はA社から刊行されてい
ます。ここにもその関係者の方が来られており、
実は私もA社の雑誌の編集委員で、査読もやっ
ております。それで、あまり悪口は言えないの
ですが、A社に対する風当たりは強くなってき
ています。A社はオランダに本社を置くグロー
バルな企業です。オランダは 16 世紀ぐらいか
ら印刷・出版業が盛んで、19 世紀に A 社が立
ち上がるわけですが、今も全世界で電子ジャー
ナル出版の仕事を手掛けていて、市場占有率が
だいたい 25%ほどです。大学による購読停止は
出版社側には痛手になって、弱いところは負け
ていきます。強いところは残っていって、他社
を統合していきますので、A社はそういう形で
生き残ってきた強い企業と言えます。 
 一昨年に CCS の創刊とともに国際シンポジ
ウムが開催されました 13)。このときA社の日本
支社長が講演され、自らデータを示されて、日
本の社会科学系研究のプレゼンスがA社の雑誌
の中で非常に低いことを指摘されました。CCS
の創刊を梃子にして、日本の社会科学の国際的
プレゼンスを高めてほしいという期待を込めた
講演をされたのです。A社の雑誌の刊行は日本
の大学としては初めての試みなので、A社も期
待しているわけです。ただし、刊行するにもか
なり高額の刊行費を支払う必要があり、短期間
で IF とダウンロードの数値ノルマを達成しな
いといけないようです。国際学術誌を編集する
大変さはかねがね見聞していますので、よくA
社相手に刊行されたなと思いつつ、CCS編集の
お手伝いもさせていただいています。 
 このA社の雑誌をパッケージ化しているBと
いうデータベースが、ご存じの通り、図書館関
係者にとって非常に頭が痛い問題になっていま
す。購読費をどうやって捻出するかという問題
です。この種のパッケージの価格は高額です。
価格の設定は交渉によるのですが、だいたい業
者ベースで価格が設定されます。たとえば、通
貨を外貨で建てるか、円で建てるかで今は全然
違います。これだけ円が高いので、外貨建ての
方が値上げの影響を受けることは少ないです。
しかしA社の場合は円建てで、しかも毎年値上
げがあります。A社の支社が東京にありますが、
これは営業部門であって出版部門ではないです。
日本に出版部門があって、いろいろ付加価値を
つけていって、価格が上がるのならわかるので
すが、なぜ営業部門しかない日本で値上がりす
るのか、やや理解に苦しみます。 
 それから、ご存じのとおり、A社は大学ごと
に購読価格を設定してきます。お隣の大阪府立
大学さんとも価格が随分違うと聞いています。
A社は購読に関する包括的なデータを持ってい
て、いろいろ計算しているのだと思います。ど
のドメインからどれくらいアクセスされたかに
ついて全部データを持っています。こういう内
部データは雑誌の編集会議に出ると見せてくれ
るのですが、外部には公開していません。こう
いう世界中の大学に関する購読データをベース
に、大学ごとの価格が設定されているのかと思
います。 
 ですので、A社との価格交渉はよほど賢くや
らないと、大学単独では太刀打ちできないと思
います。それで、今日本中の大学図書館が連帯
して JUSTICE14)という価格コンソーシアムを
作って、価格交渉しようとしています。これに
ついてA社の関係者と昨年話したことがあるの
ですが、一応「価格交渉のテーブルにつく相手
が一つになった方が交渉しやすいので助かる」
という回答でした。しかし、多分バラバラに交
渉した方がA社にとってメリットがあるはずで
すので、購読者側が連帯する動きに対してA社
が今後どう対応してくるのか注目しています。 
 こうして雑誌価格はどんどん上昇していくの
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ですが、私がA社の雑誌論文の査読を何度やっ
ても、編集委員になっても、全てボランティア
です。お金はくれません 15)。これが研究者側の
A社へのボイコットを誘発する要因の一つにな
っています 16)。我々は研究を生産しています。
もちろんそれを格付けされている雑誌に掲載す
ることで、就・転職できたり、給料が上がった
り、昇任できたりするわけですから、経済的メ
リットはあります。けれども、これは別に雑誌
出版社が職を与えてくれたり、給料を払ったり
してくれるわけではありません。我々は出版社
に対して一銭のお金も請求せずに、生産した研
究成果を提供し、出版社はそれを流通させて利
益を得ており、その利益は我々が所属する大学
の購読費です。我々は主として公共のために知
識を生産しているのですが、それを流通させて
利益を得る側が研究者に還元しないのはどうい
うことかと、疑問を覚えることがあります。 
 そうした流れの中で、パッケージ購読が中心
になってきているのは、購読機関の減少を阻止
しようとする力学が働いていることも意味しま
す。A社のデータベースBの場合は個々の雑誌
の購読を停止することができますが、購読誌の
一部を停止したとしても、残る購読誌の価格が
高くなるように設定されています。だからなか
なか安くならず、パッケージで読んだ方が結局
は安くなります。安いといっても、高額で割安
ということです。また、そのパッケージの中に
はおよそ読まないような雑誌が多数入っていま
す。これは、高額のパッケージへ購読者をシフ
トさせ、かつ弱小誌の囲い込みも可能にする巧
妙なやり方ではないかと思います。 
 それで、本学のBの購読料なのですが、これ
は各大学で独自に算定され、雑誌の購読数にも
左右されます。本学はフルパッケージではない
のですが、2012年度はだいたい 5,000万円を円
建てで払います。2009年度は 3,900万円だった
ので、3年間で値上げ額が 1,100万円です。こ
れは、25%強の上昇です。本学もいろいろなジ
ャーナルのパッケージを購読していますが、3
年間の値上げの総額は 1,700万円です。そのう
ちの 1,100万円がこのA社の雑誌なのです。こ
ういうことが毎年続いていきます。なぜA社の
値上げ額が大きいかというと、円建ての支払い
だからです。あと、円建ての Natureも結構高
騰しているのですけれど、Nature はパッケー
ジ自身の価格が低い分、値上がりの実際額はそ
れほど大きくありません。A社の場合はパッケ
ージの価格自体が高額で、円建てで値上げして
きますから、本学図書館にとってはかなりのダ
メージになります 17)。 
 こういうことが続いてくると、大学図書館の
維持自体が困難になってきます、というより、
なっています。来年度には大阪府立大学との統
合の話があって、昨日に 50 億円程度、当座 4
カ月分の予算が本学についたばかりですが、こ
のような予算状況で高額の購読契約をどうやっ
て結んでいけるのでしょうか。「このパッケージ
がなかったら世界の大学と競争していけませ
ん」とか言っておけば、大阪市や大学がぽんと
予算をつけてくれるのかということです。 
 研究活動としてもっと本質的なのは、購読料
に見合った活用をしているのか、ステータスの
ためにこれだけのお金を払って、使いもしない
雑誌を購読するのかという問題です。電子ジャ
ーナルはアーカイブとしての機能もありますか
ら、購読を「続けないといけない」という惰性
だけで高額購読の継続が起こっているのかもし
れません。しかし、Nature の場合は、この雑
誌に最近人工光合成について本学教員の論文が
掲載され、メディアでも注目されたのですが、
そういうことであれば購読する価値は大いにあ
ると思います。A社の雑誌に市大の文系教員が
どれだけ論文を掲載しているのか、一度調べて
みたら良いと思います。ほとんど載せてないの
ではないかと思います。CCS は別です。CCS
は日本からの発信の媒体として機能し始めてい
ます。ですから、CCSのような方向で「A社を
公表媒体として使ってやる」というくらいの次
元へ持っていかないといけないと思います。 
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5. 国際電子ジャーナルの活用 
5.1 引用の実際 
 そこで、実際に私が編集委員を 6、7 年やっ
ている Political Geographyという雑誌を紹介
させていただきます。この雑誌は、1982年に別
の会社から創刊され、1991年に A社の傘下に
入りました。現在は年 8 号刊行されています。
過去 5年間の IFが 2.7ほどです。自然科学な
らNatureで 25とか 30といった IFなのです
が、社会科学の場合はそんなに引用が集中する
ことはありません。しかし 3 近いというのは、
掲載論文数の 3倍ほどの引用数ですので、結構
優秀な雑誌です。 
 私は投稿、掲載、リジェクト、査読を一通り
経験し、2006年から編集委員になっています。 
この雑誌について、 日本の大学がどのように購
読しているか 2009年に分析しました 18)。それ
を示したのが表 1 です。「国際的」とされる英
語の地理学雑誌は、世界中に 20 誌くらいあり
ます。これは冊子体の時代の話です。日本の大
学は約 800あります。その日本の大学が、地理
学の英語国際雑誌をどれくらい購読・蔵書して
いるかを調べたのです。
 
表 1  日本の研究機関による「国際」地理学雑誌の保有（2004年現在） 
 
「国際」地理学雑誌 雑誌保有機関数 国際化指数 
Economic Geography 286 0.14 
Geographical Review 259 0.07 
Annals of the AAG 235 0.05 
Geographical Journal 207 0.32 
Environment and Planning A 156 0.36 
Progress in Human Geography 125 0.18 
Professional Geographer 117 0.08 
Environment and Planning D 108 0.31 
Transactions, IBG 105 0.07 
Journal of Historical Geography 92 0.37 
Geographical Analysis 85 0.29 
Geography 69 0.23 
Urban Geography 66 0.13 
Area 60 0.10 
Geoforum 53 0.48 
Antipode 52 0.40 
International Journal of GIS 46 0.65 
Political Geography 33 0.50 
Applied Geography 24 0.30 
 
注：Yamazaki and Kumagai (2009)（注 18）をもとに作成。 
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表の上にいくほど、購読・蔵書する機関数が多
くて、下にいくほど少なくなるのですが、2 列
目の数値はその雑誌の掲載論文のうち、英米以
外の研究機関に所属している著者による論文の
割合、つまり著者の国際性を示しています。こ
の数値が高くなるほど、アングロ系以外の人が
この雑誌に論文を掲載しており、国際性が高い
とみなされるのです 19)。 
 この表をざっと眺めてみますと、200以上の
日本の大学が講読している地理学の国際雑誌は、
おおむね国際化指数が低いことがわかります。
つまり、著者のほとんどが英米人である雑誌を
購読し続けているということです。その背景に
は、地理学が英米系の理論を参照しながら戦後
発展してきたということがあります。ですから、
この2つの数値をグラフ化すると逆相関の関係
にあることがわかります。つまり国際性の低い
雑誌ほどたくさんの大学が読んでいることにな
ります。Political Geographyはその点、相対的
に国際性が高くて、購読機関数が少ないのです。
政治地理というのが、日本ではそれほど盛んな
分野ではなく、価格も割と高いからかもしれま
せん。Economic Geographyのように、歴史が
あって価格も安く、それで購読機関が多いとい
うケースもあります。しかし、全体的には国際
性の高い雑誌ほど読まれないということになり
ます。つまり、自分たちが投稿できるチャンス
があるのに、そういう雑誌は読まないという傾
向があるのかと思います。 
 それで、こういう英語雑誌が日本の地理学の
発展にとってどういう意味を持っているのかに
ついて、政治地理の場合で調べてみました。図
1 の黄緑色の線が地理学の文献目録で把握した
政治地理系の研究の増減です。 
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図 1 Political Geographyの保有・引用状況と政治地理学的研究の推移 
（1982年～2004年） 
         注：Yamazaki and Kumagai (2009)（注 18）をもとに作成。 
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Political Geographyが創刊された1982年から、
私たちが調査した 2004 年まで増減はあります
が、だいたい右肩上がりに、政治地理の研究は
増えています。それから真ん中の青い線が、さ
きほど申し上げた、Political Geographyという、
A社の雑誌を購読していた日本の研究機関数で
す。これも増えていきます。2002年から減って
きているのは、電子化に移行していって冊子体
を購読しなくなったからだと思われます。です
から、政治地理の研究の増加に並行して、英米
系の関係雑誌の購読が発生していたと考えられ
ます。購読と研究が増えていくにつれ、ピンク
色の線、これは日本の学会誌に引用された
Political Geographyの掲載論文の数ですが、こ
れも増えていくのです。 
 地理学に関してしか言えないのですが、こう
いう風に日本に新しい研究分野ができて、しか
もその分野が外国で割と盛んな場合、日本から
アングロ系雑誌が頻繁に参照されるようになる
と思われます。日本文学とか日本史学といった
日本語で外国の関心を引きつけうる分野はそう
はなりません。地理学のように、もともと外国
の影響が強い分野の場合は、こういう形で英米
系の論文や雑誌への依存が強くなっているのか
もしれません。 
 そこで、Political Geographyを引用した日本
人の論文個々について、どういう引用の仕方を
しているかを分類してみました。外国の雑誌か
ら、理論的な部分、事例、あるいは分析方法、
いずれを参照しているのか、分析したのです。
すると、102件ある引用の 75%は「理論の参照」
と判断されました。つまり、この雑誌の論文を
引用することは、ほぼ理論を参照することにな
るのです。では、その Political Geographyに
日本の研究者が何人寄稿したかというと、2004
年までの 22年間で 2人です。掲載論文数とし
ては数百本あるのですが、日本から掲載された
のはそれだけです。発信せず輸入しているので
す。Political Geographyは国際性が比較的高い
雑誌ですが、日本にとっては典型的な入超型の
雑誌です。 
 
5.2 投稿と査読のメカニズム 
 地理学というのは、そういう形で理論輸入の
傾向が強い分野と言えます。これは、研究者側
の姿勢の問題だという風にも言えるかもしれま
せん。しかし、編集委員としてA社から提供さ
れた非公開データを見ていると、少し違う様子
が見えてきます。実際は、電子投稿が採用され
るようになってから、英米以外からの投稿は容
易になっています。昔はコピーをとって、大き
な封筒に入れて国際便で投稿していました。そ
して、査読結果や校正原稿も郵便でやりとりし
ていました。今やCCSもPolitical Geography
も電子投稿できるようになっています。そうす
ると英米以外の投稿が伸長して、投稿者の国際
性が高まってくるのです。 
 Political Geographyへの投稿も、たとえば東
欧やラテンアメリカから増えていますが、日本
人の投稿者は依然としてほとんどありません。
これは日本の当該分野が弱いからでもあります
が、見るべき部分は国別採択率です。非英語圏
からの投稿が増えるなら、そこからもっと採択
されても良いはずですが、非英語圏、特にアジ
アからの投稿の多くはリジェクトされています。
これは、査読者の人種的偏見といった問題より
も、論述が貧弱であるとか、概念の使い方がお
かしいとか、そういう問題だと思われます。英
語圏で成立した雑誌であって、そこで発達した
学問分野であるので、理論や概念を研究の論述
として展開していくやり方に、非常に大きなア
ングロのバイアスがかかっているのです。 
 そういう雑誌に投稿しようと思っても、その
書き方に慣れていない非英語圏の人間が、すっ
と査読を通るかというと、なかなか難しいので
す。さきほど見せた図表を用いた私の 2009 年
の論文は、実は Political Geographyに 2回投
稿したのです。編集者から「投稿してくれ」と
いう要請もありました。ところが、査読を通ら
ないのです。日本の学界事情に関する論文でし
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たから、投稿前に査読者候補に日本人を推薦し
ておきましたが、返ってきた査読結果を見ると、
日本人審査員はいないようでした。同じ人が 2
回読んでも通らなかったので、あきらめて日本
の学会誌の英語版に投稿したら即座に採択され
ました。こういう文化の壁のようなものが外国
雑誌にはあるのです。 
 Political Geography が相対的に高い国際性
を持ち、編集者に非英語圏からの論文を載せた
いという意識があっても、査読者がアングロ系
であるとか、日本に関する事情がわかっていな
かったら、なかなか通らないのです。逆に言い
ますと、日本に関する論文が投稿されると、私
のところに査読が回ってきます。私も「この著
者は日本の研究現状を知らないな」とわかるよ
うな論文だと、当然不採択と評価します。です
から、単純化した言い方ですが、英語圏と非英
語圏の間で学術慣習の違いがあり、この壁をど
う乗り越えていくかという実は極めて文化的な
問題を、外国雑誌への投稿は含んでいると言え
ます。今後、こうした壁の克服が、我々の研究
活動に求められてくると思われます。 
 
6. 国際電子ジャーナル対策 
6.1 価格交渉 
  そこで、取り組むべき課題は、今まで説明し
た中で、大きく 3 つほどあります。1 つは、A
社のような商業電子ジャーナルをめぐる財政的
危機をどうやって乗り越えるかです。これは、
さきほど言いましたように、購読機関をコンソ
ーシアム化する必要があって、団体交渉にして、
弁護士などを立てて、電子ジャーナル購読の内
実をしっかりと踏まえて、交渉するということ
で、JUSTICE に頑張ってもらいたいと思いま
す。それから、学内的には、購読やステータス
の費用対効果を厳正に検証することが必要です。
単純に「購読していなかったら研究が遅れる」
と考える必要はないかもしれません。社会科学
の場合、A社にアクセスしなくても読める有名
な論文はネット上に沢山存在します。研究者個
人として、私にはA社の雑誌を購読せずともな
んとかやっていけるという意識はあります。 
  ですから、本当にステータス効果があるのか
考えてみる必要があります。ステータス効果と
いうのは、軍事費のようなものです。「どこそこ
が攻めてくる」と言われれば、「軍事費は必要だ」
と考えてしまいます。それと似たようなところ
があって、「これがなかったら、研究活動が停滞
して、国際的な競争に勝てない」と言われたら、
「購読費を払わないといけない」と思って、払
わなくても良いものまで払ってしまうかもしれ
ません。そうではなくて、我々は十分自前で学
位を出せるだけの、高い研究レベルを保持して
いることに自信を持って良いと思います。研究
は遅れていないのです。ただ、英語はじめ外国
語で発信していないだけですので、読みも投稿
もしない高額雑誌は停止すればよいのです。ア
ングロの学術ヘゲモニーにそれくらいの気持ち
で立ち向かわないと、この問題にはなかなか対
処できないと思います。 
この点では、2007年にノルウェーで大学図書
館と電子ジャーナル出版社との価格交渉が決裂
したりしています 20)。こういうことが世界的に
起これば、当然A社も考えざるを得なくなると
思います。さきほど言いましたように、研究者
の中では購読ボイコットの動きも出ています。
A社が悪い企業だというつもりはないのですが、
交渉の難しい国際寡占企業ですので、批判も国
際的に広がっています。A社も国際的な批判の
高まりは無視できないのではないかと思います。 
 
6.2 国際発進力の育成 
 2 つ目の課題は、今言ったような状況を前提
として、では日本からの国際学術発信をどうす
るかです。国際発信力の強化については、さき
ほど言いましたように、社会科学の国際的プレ
ゼンスが低いという問題があります。ただし、
それを強迫観念的に捉えてはいけないと思いま
す。端的には、確かに英語力の問題なのですが、
実はそれだけないということを、私自身が今ま
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で英語発信のプログラムに関わってきた中での
経験としてお伝えします。 
 まず、もう少し日本の各研究分野の論述スタ
イルの標準化を考えた方が良いということです。
研究分野によってあまりに違うスタイルで、縦
書き横書きいろいろあって、バラバラで、それ
はそれで各学問分野を支えていると思うのです
が、日本の国内においてすら学際的なコミュニ
ケーションが取りにくくなっています。日本語
でもコミュニケーションが取りにくいくらいに、
細分化され、内向きになっているので、そうい
う標準化、学際化、論理化を、日本語の段階か
ら考えていった方が良いということです。 
 次に、英語力がないというのは、さきほど言
いましたように、自信をなくすことでは全然な
いということです。国際発信するということは、
内向きになっている学問分野をどう外へ開いて
いくかということです。それで、外へ開いてい
くのは、もちろん日本の中の隣接学問分野でも
良いのです。それと同時に、英語化していって、
外国の同じ学問分野や、違う学問分野に開いて
いこうというのが、文学研究科の国際発信戦略
だと言えます。 
 文学研究科の場合は、21世紀COEのときに、
インターナショナルスクール、ISと言いますが、
その集中科目がスタートしました。これは、英
語による講義を聞いて、若手の研究者が口頭発
表をするというプログラムです。その後、大学
院GPが 2007年に採択されて、もう少し ISを
教育的なプログラムにして、国際発信力を育成
しようということで、英語による口頭発表と論
文執筆を指導するようになります。オーラルか
らライティングへの展開です。それから今進め
ているプログラムは、2010年から 2013年まで
の若手研究者の組織的海外派遣というものです。
これは IS をベースにしながら、院生、若手研
究者をどんどん海外へ出して国際交流させよう
というプロジェクトです。こういう風に文学研
究科では口頭発表、論文執筆、そして実質的な
学術交流という展開を考えて国際発信戦略を進
めています。 
 図 2は ISの構造を示しています。実はあま
り体系化されていないのですが、赤い線はだい
たいオーラルのラインです。 
 
図 2 文学研究科インターナショナルスクール（IS）の構造（2011年） 
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緑の線がライティングのラインです。学生がこ
れらのトレーニングを受けていって、少し太い
枠で書いているところがアウトプットになりま
す。アウトプットは、オーラルだと「海外国際
会議発表」で、ライティングだと「国際学術誌
投稿」です。このアウトプット雑誌の 1つが後
で述べるUrbanScopeです。そして、赤と緑の
線の外側に、オレンジのラインがあるのですが、
これは外部からのサポート、つまり事業のアウ
トソーシングです。ライティングの場合は、フ
リーランスの翻訳家を公募選抜して、添削など
のサポートを受けてきました。それから、外国
語論文校閲支援制度を使って、論文原稿のチェ
ックを業者に依頼できるようにしています。さ
らに、トレーニングプログラムに関しては、市
内の語学学校を公募選抜し、そこでサポートし
てもらっています。こういう重層化した体制で
国際発信のプログラムを進めています。 
 
6.3 OAJの活用 
3番目の課題は、ご紹介したUrbanScopeの
ような、オープンアクセスの媒体を形成・活用
することです。当初 IS は研究成果の発表をオ
ーラル中心でやっていたのですが、オーラルで
研究成果の発表は終わらないので、私がライテ
ィングのプログラムを始めました。もちろん、
いきなり書いてすぐ IF の高い雑誌に載せられ
ません。いろいろな人やプログラムのサポート
を入れて、育て、経験を積ませて、最終的にそ
ういう国際雑誌に投稿できれば良いと考えまし
た。その延長線上に英文電子ジャーナルを位置
づけようという趣旨です。したがって、CCSの
ようにトップジャーナル路線をいきなり進むの
ではありません。さきほど言いましたように、
この路線には IF のような数値ノルマや高額の
刊行費という難しい問題が絡んできますので、
とても文学研究科ではできません。それで、上
よりも下から OAJ を立てていって、国際発信
をはかろうと考えたわけです。 
 
7. UrbanScopeの射程 
7.1 オープンアクセスとは 
このオープンアクセスについては、みなさん
もよくお耳にされたことがあると思います。
Wikipedia によると、オープンアクセスとは、
「主に、学術情報の提供に関して使われる言葉
で、広義には学術情報、狭義には査読付き学術
雑誌に掲載された論文を、インターネットを通
じて、誰もが無料で閲覧可能な状態に置くこと」
と定義されています。「インターネットの普及を
背景にして、1990年代後半から広まり始めた理
念および運動である」とも書かれています。た
とえばこの学情センターでも、実際、紀要論文
データベースに論文をあげていますのでオープ
ンアクセスになっています。それは、この定義
でいけば、その通りなのですが、違いはこの「運
動」という部分です。オープンアクセスという
のは、商業電子ジャーナルとは違う形の媒体、
つまり、より公益性が高く、利益を追求しない、
質の高い学術雑誌を作りだしていく運動なので
す。だから、単に無料ではなくて、無料である
必要性も実はありません。投稿者が投稿料を支
払って、それで出版するという課金方式も考え
られます。 
オープンアクセスにも、実はいろいろなレベ
ルがあって、A社に言わせると、データベース
B内の雑誌もオープンアクセスなのだそうです。
お金さえ払えば読むことができて、誰にもアク
セスを拒否していないからです。私の考え方で
はそうなりません。そんな高い雑誌を誰もが読
めるわけではないからです。このようにアクセ
スがオープンなら良いという考え方もあるので、
Wikipediaは「無料」と定義しているのだと思
います。でも、無料でやっていけるとは限りま
せん。刊行コストがかかります。UrbanScope
も無料というわけではありません。翻訳料ほか
を含めて、40万程度はかかっています。アクセ
スに関しては課金しないということなのです。 
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7.2 編集の戦略と課題 
  UrbanScopeでやろうとしたことは 2つあり
ます。1 つは、日本史学、日本文学の研究を翻
訳して発信することです。文学研究科では、最
も翻訳しにくい研究分野が最も強い分野ですの
で、それを英語化して発信していくことにしま
した。もう 1つは、国際査読を通して、若手研
究者の発信力を育成していくことです。育成の
ためですから、はじめからリジェクトせずに、
執筆や校閲のサポートを通して、書き手を育て
ていきます。ここで、フリーランス翻訳家のサ
ポートは重要なります。彼らが細かく添削をし、
コメントしてくれますので、それをもとに原稿
を推敲させて、同時にいろいろなセミナーを通
して鍛えていくプログラムを、もう 4年くらい
やっています。それで、少しずつ発信力が出て
きました。 
 さきほど言いましたように、UrbanScopeの
ホームページ（図 3）ではログ解析を綿密にや
っています。お帰りになったら、みなさんアク
セスしていただき、アクセス数を上げて下さい。
別にアクセスが上がらないからといって、だめ
だということはありませんが、どういう風なア
クセス傾向があるかを分析していますので、ぜ
ひ見ていただきたいと思います。トップページ
の論文名をクリックしていただくと、アブスト
ラクトのページに入ります。ここからダウンロ
ードできます。これが電子ジャーナルの形態で
す。パスワードも何もいらないので、完全にオ
ープンアクセスです。こういう PDF の形で論
文を読めることになります。冊子は全く作って
いません。 
 オープンアクセスにするのであれば、マーケ
ティングのための情報を獲得することが、非常
に重要になると思います。読者を開拓していか
ないといけません。 
 
 
図 3 UrbanScopeホームページ 
URL: http://urbanscope.lit.osaka-cu.ac.jp/index.html 
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ただ単に図書館のホームページに上げておいて、
「はい、オープンアクセスです」というのでは
なくて、読ませる、引用させるための戦略をき
ちんと客観的に考える必要があります。よって、
ダウンロードやアクセスを解析しながら編集を
進めています。 
 OAJ の利点は編集作業が非常に楽なことで
す。業者とのやり取りは全部、インターネット、
Eメールですみます。紙媒体を印刷・出版する
ための経費が必要ないので、刊行コストは非常
に低く抑えることができます。UrbanScopeは
印刷・発送・購読のコストをかけずに、その分
を翻訳料などに使っています。それから、今言
いましたように、アクセス・ダウンロード情報
の収集と解析が可能になるのがポイントだと思
います。1年 8カ月で世界 36カ国 244都市か
ら、約 1,700回のアクセスがあります。だいた
い年 1,000弱です。各号の Editorialを含む個
別論文のダウンロード総数が約 2,600 回です。
掲載論文が、1年目で 2本、2年目で 2本とま
だすごく少ないので、ダウンロードも当然少な
いのです。多分 CCS はこの数十倍のダウンロ
ードがあると思います。ただ、UrbanScopeは
CCSに比べると、掲載本数が圧倒的に少ないの
で、そんなに悲観的になる必要はないかもしれ
ません。 
 課題は IFといった格付けが難しいことです。
IFを持っているOAJもありますが、概して低
くなります。評価を確立するのにかなり時間が
かかるということです。知名度をあげていくに
も、宣伝力が不足しています。UrbanScopeは
まだ8割強が国内からのアクセスです。それで、
どの国の都市からアクセスされているかを特定
して、去年からそこにある大学にダイレクトメ
ールを送るようにしています。アクセスしてい
るドメイン、アメリカなら「.edu」でどの大学
かわかりますので、そこの日本やアジアの研究
者や機関にダイレクトメールを送っています。
ゆくゆくは相互リンクを貼ってもらって、向こ
うの学生さんたちにも読みやすいようにしよう
と考えています。ただし、投稿が増えず、いつ
までも育成主体の機関内投稿に限定される恐れ
があります。もちろん、それが目的の一つなの
ですが、投稿者も広げていって、オープンにす
ることが課題になります。 
 それからやはり難しいのは品質の保持です。
学内紀要などがなかなか品質を保持できないの
と同じような問題を抱えています。適正な翻訳
のできる学術翻訳者を養成していく、査読には
必ず外国人を入れて国際査読制度にするといっ
たことでなんとか品質を維持しようと努力はし
ています。しかし、当然それはトップジャーナ
ルと比べると全くレベルが異なります。 
 
7.3 アクセス・ダウンロード解析 
  UrbanScopeはログ解析用のツールを 2つ持
っています。１つはGoogle Analytics21)です。
Google Analyticsは、サイトへのアクセスにつ
いて、かなり細かく包括的に教えてくれます。
図 4がAnalyticsの実際の画面です。2010年 6
月 1日に刊行を開始してから 2月 21日、本日
までのアクセスのグラフです。創刊したときと
2 号を刊行したときには当然一気にアクセスが
上がるのですが、その間でもピークが表れてく
ることがあります。2010年 12月のピークにつ
いてアクセス元のドメインを調べると、ハワイ
大学だとわかりました。論文が授業で使われて、
授業を受けている学生がアクセスしたのかもし
れません。そういうことが分かってくるので、
翌年にはハワイ大学の関連研究機関にダイレク
トメールを送れば良いということになります。
そういう国際的なアクセスを適切に評価してい
かないと、国際雑誌としての地位も把握できま
せん。 
 海外アクセスは、現時点で 36 カ国、アクセ
スが約 1,700件です。国別のアクセス上位ベス
ト10などはすぐにわかります。それを見ると、
実はまだ圧倒的に日本国内が多いのです。2 番
目に多いのがアメリカです。アメリカの関心が
高いことがよくわかります。
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図 4 Google Analyticsの画面（旧バージョン） 
注：グラフ上で 3番目に大きいピークが見られるのは 2010年 12月。 
 
訪問別の閲覧ページ数、平均滞在時間もわかり
ます。アメリカはアクセスあたり 2分 11秒と
結構長く滞在して、2 ページ以上閲覧していま
す。対して、たとえば、フランスは 10 件のア
クセスしかなく、3 ページ以上閲覧しています
が、滞在時間は48秒と短いことがわかります。 
Analytics を見ていると、我々の雑誌が、ど
ういう地域で読まれているのかがだんだんわか
ってきます。その地域でも、都市別に見ると、
もっと違ったことがわかってきます。もちろん
日本の都市が一番多いわけですけれど、どこに
集中しているかというと、北米でも東海岸から
中西部、ヨーロッパ一円ですね、それからアジ
ア太平洋からアクセスがあることがわかります。
ホノルルにも集中しています。これもさきほど
言いましたように、ハワイ大学と考えられます。 
  もう少し多くの都市を見せます。シャンペー
ンという都市が出てきます。これはアメリカの
イリノイ州にある、イリノイ大学のある街です。
現在、文学研究科はイリノイ大学と学術交流を
進めており、向こうにもUrbanScopeを宣伝し
ています。そうすると、イリノイ大の関係者か
らのアクセスがこういう形で増えてきます。バ
ンコクが出てくるのもチュラロンコン大学があ
るからです。こことも提携しているので、比較
的アクセスが多いことがわかります。ですから、
そこへダイレクトメールを送る、そこの研究者
とコンタクトをとることによって、この雑誌が
今後国際的に活用されるいろいろなチャンスが
広がっていくだろうと思います。 
  こういう風に考えると、国際発信というのは
単にアップロードしておいて終わりではなくて、
そこからさらに取り組むべき具体的な課題が見
えてきます。オープンアクセスにはその性格か
らあまり経費がかかりませんが、費用対効果が
あるのかという問いに答えようと思うと、今言
ったようなログ解析をやって、引用されるため
の宣伝のやり方を考えねばなりません。A社が
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やっているように、我々にも電子ジャーナルと
いうツールを使いこなすことは可能なのです。
このように、私はA社と似たようなことをやっ
ていますが、お金も取らないし、IFに依存する
ような形で国際発信もしていません。こういう、
オルタナティブなやり方が、日本の大学にも必
要かと思います。 
 それから、Analytics 以外のツールでも解析
をしています。これは学内サーバーを通して分
析するのですが、UrbanScopeの各論文のダウ
ンロード（クリック）数が図 5のようにわかり
ます。2010年の 6月にスタートしましたので、
そのときにダウンロードが多くなっていますが、
あとでかなり下がっています。ところが、おか
げさまで、じりじりと上がってはきています。
しかも驚くのは、岡戸さんという院生が投稿し
た論文にはダウンロードが集中していることで
す。内容はインドネシアのジョグジャカルタ、
スラカルタという都市で継承されている女性だ
けの宮廷舞踊の話で、2011年 12月だけで 160
回以上ダウンロードがありました。こうした急
増の理由はまだよくわからないのですが、こう
いう形で各論文についてダウンロードの動向を
確認できます。 
 2号までで掲載論文数が 4本、3号は 4本と
なりますので、今年から8本の掲載となります。
コンテンツが充実してくると、おそらくダウン
ロードの量と幅が増えていくと思います 22)。で
すから、UrbanScopeのような試みは、思い切
った言い方をすれば、先に述べた国際商業電子
ジャーナルに寡占される知識の公表と流通を是
正するやり方の一つになるかもしれません。公
的研究機関のプラットホームを活用して、トッ
プダウンではない、ボトムアップ型のジャーナ
ルを運営していくということです。
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図 5 UrbanScope掲載論文別ダウンロード件数 
（2010年 6月～2012年 1月） 
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こうしてUrbanScopeは、日本やアジアにおけ
る卓越した研究を翻訳・発信するというスタン
スで、学術翻訳者を発掘・育成しながら、国際
発信プログラムをベースに、若手研究者のアウ
トプットをサポートしています。 
  こういうことを全学的にやろうとすると、商
業電子ジャーナル購読費の 5%程度でできると
思います。現在本学の電子ジャーナル経費が総
額で 1億円くらいです。我々で 50万くらいし
か使っていませんので、500万あったら全学的
にできます。来年度から学内重点研究化して、
市大の社会科学部門の研究アウトプットを増や
していくことも考えられます。つまり、国際電
子ジャーナルを購読することだけがステータス
なのではなくて、こういう地道に市大のステー
タス高めていく方法もあるのです。 
 
8. 結びにかえて 
 「結びにかえて」ということで、さきほど言
いましたように、やはり価格交渉の問題がある
ので、商業電子ジャーナルの費用対効果という
のは、図書館職員の方だけではなくて、教員と
ともに厳正に精査されたほうがいいと思います。
購読をやめろということではないです。どうい
う形で続けていくのが望ましいのかを考えると
いうことです。予算的に持続可能かどうか、研
究の展開に支障をきたすほどの問題になるかど
うかという検討が必要です。なんとなく「なか
ったら困るのではないか」というのが、一番危
ないやり方ではないかと思います。ですから、
所蔵するだけ、読むだけ―読むのも大事ですが
―という雑誌から載せる雑誌を作っていく、あ
るいは載せるようになっていくということです
ので、図書館や大学に期待したいことを 3つほ
ど上げておきます。 
 まず、学内の OAJ のプラットホームを作っ
てほしいということです。機関リポジトリを発
展的に活用していく形で、OAJプラットホーム
というのを作ることができないかと思っていま
す。そこで重要なのは、ログやアクセスを解析
するサービスを提供することです。私は地理を
やっていますので、アクセス解析に関心があり
ますが、そういうのを定期的にデータとして取
得できたら、次にどうしたら良いかがわかると
思います。こういうことを図書館がサービス提
供できないだろうかと思います。これもまた大
学の予算を取るときなどに考えてみたいと思っ
ています。 
 次に、図書館だけでは無理な話ですが、やは
り電子ジャーナルをどう使うのかということを、
研究者がもっと考えないといけないと思います。
自分たちが投稿することも含めて、どの雑誌が
購読するに値するかについて、学生や院生も含
めて、購読リテラシーをきちんと持った方がい
いと思います。漫然と購読したりとか、不安や
強迫観念を持ったりとか、そういうことがない
ようになれば思います。そのための客観的な情
報を図書館が与えることはできると思います。 
 最後に、特に社会科学の場合は、院生・教員
を含む英文投稿のスキルを養成していくという
ことです。これは各研究科や大学のレベルでで
きることだと思いますので、そういう研究者の
養成をしていったらどうかと、これは全学的な
レベルでの希望ですけれど、そういう風に思い
ます。 
 
9. 質疑応答 
 司会：山﨑副所長、どうもたくさんの興味深
いお話をありがとうございました。ここで質問
の時間を設けさせていただきたいと思います。
質問のある方は挙手をお願いします。 
 すいません、関係者じゃないのですけど、質
問させていただいていいですか？ 
 山﨑：はい。 
 司会：1つは、今 IFというものが、理学部な
どの教授の人事等に活用されたりというお話を
聞くのですが、社会科学者の先生からみたら、
IF をどういう風に捉えたらいいかということ
が 1点目です。2点目は、各大学、機関リポジ
トリを立ち上げて、いろいろやっているのです
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けど、どういう風に、機関リポジトリを立ち上
げる中で、図書館のほうが OAJ 等に関わって
いけばいいか、アドバイス等ありましたらお願
いいたします。 
 山﨑：はい。IFは、日本の社会科学ではほと
んど活用されてないというのは、申し上げた通
りです。IFといっても、外国語の雑誌だけにあ
るものではないのです。国内の、日本語の雑誌
だって、IFは算出しようと思えばできます。ど
こまで正確という問題はあると思うのですが。
CiNii とかで引用元に関する情報が付くように
なってきましたよね。電子化されるようになっ
てくると、どれくらい引用されているかについ
て、IFを出すことが可能になるので、人事のと
きにその評価を入れるという方向性が場合によ
っては出てくるかなと思うのです。 
 しかし、国際的な電子ジャーナル、つまり外
国語の雑誌に投稿しているから評価される、さ
れないっていう風に、なかなか日本の社会科学
の場合はならないと思います。自然科学の場合
だったらそうなると思うのですけど。だから、
国内雑誌の投稿に関しては、IFの活用はあり得
るかなという気はします。ただ、外国の地理学
の同僚に聞いていると、やはりこの IF で、人
事が大きく左右されるようです。だから、どう
いうことが起こるかというと、IFの高い雑誌に
載せるということが、至上命題になってくるの
です。それで、編集者側の悩みとしては、剽窃、
盗作、コピーをどうやって見破るかという本末
転倒なことも出てきたりしますので、あまりこ
んな数字に振り回されないほうが良いと思いま
す。IFといっても雑誌の IFなので個々の論文
の引用を示すものではありません。これも間違
えるといけないのです。ですから、さきほど言
ったように、あまりこういうものに振り回され
ず、そういう実態をわかった上で、この問題を
どう考えるかというなら良いと思います。IFが
研究者の質の全てを意味していると捉えるのは
おかしいということですね。 
 それから、機関リポジトリをどう OAJ と結
び付けていくかについては、さきほど言いまし
たように、機関リポジトリに上げたら、これで
OAJになったという単純なことではなくて、や
はりその上げた雑誌の論文がどういう形で読ま
れているか判別できないといけないと思います。
機関リポジトリは読まれるための可能性は提供
するのですが、実際にアクセスされているかど
うかはチェックした方が良いと思います。とい
うのは、どうアクセスされているかがわからな
いと、研究を能動的に発信できないからです。
UrbanScopeに掲載されている論文はまだ少な
いので、個々の論文がどのようにアクセスされ
ているかを仔細に検討することができ、どうい
う方向に、どういう発信をしたらいいかを見極
めていけると思います。 
 その点では、UrbanScopeにはアメリカから
の関心が高いのがよくわかります。したがって、
アメリカには重点的に広報しています。同時に
アジア太平洋からのアクセスもかなり上がって
きています。ヨーロッパもありますけど、国ご
とに見ると少ないのです。このように、日本の
研究にどこが関心を持っているかを見極めた上
で、編集をしていく必要があります。そういう
戦略は、どちらかというと編集サイドの問題に
なってくるので、単にリポジトリに上げたら良
いということにはならないですね。 
 司会：ありがとうございました。他にご質問、
はい、どうぞ。 
 E：文学研究科にいるEです。とても面白い
話をありがとうございました。Political 
Geographyの話で、オンライン化、電子化によ
って英米系以外の人達も投稿はできるようにな
った。しかし、ほとんどリジェクトされる。そ
の背景には、単に英語スキルの問題ではなくて、
学問文化ですとか、論文をどういうスタイルで
書くか、あるいは、論の運び方、文体とか、学
問文化ですよね。僕はヨーロッパの、ドイツの
研究をしていますけど、もちろんドイツの論文
の書き方とは、アメリカの論文の書き方と大き
く違うわけで、それは各地域には学問文化があ
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るのですよね。その場合UrbanScopeで英語論
文を書けるように育成するとされているのです
が、その場合の、たとえばUrbanScopeに院生
などが載せることのできる論文のスタイルとい
うのは、基本的にはどうなのでしょう？たとえ
ば Political Geographyで通用するような、英
語という一種ローカルな学問文化に、出せるよ
うな方向で指導するということでしょうか。 
 山﨑：その問題を最も切実に感じるようにな
ったのは、翻訳をしてからなのです。翻訳する
というのは、何も右から左に言葉を移すのでは
ないのです。学術論文として提示したときに、
それが外国の人にも筋道立って読めるものにな
っているかということです。これは、日本史よ
りも日本文学に多いのですけど、ほとんどそう
なっていません。だから我々の編集会議でもい
つも言うのですけど、このまま出してもわから
ないだろうと、それで解題をつけたりしていま
す。それから先行研究への言及とか、全くなか
ったりするのです。だから、研究の位置づけが
学界全体の中でどうかということを書き加える
と、そういう経験をしています。 
 ですから、学生に指導するときには、学術雑
誌に投稿する場合には、まず全体構成を考えろ
と、どういう論旨の展開をするのかと、それか
ら学問分野の中での研究の位置づけをやりなさ
いと言います。もっと細かい話もするのですよ。
つまり、センテンス・ストラクチャーとパラグ
ラフ・ストラクチャーについて、トピックセン
テンスを一番前において、まず結論に近いこと
を言って、そして補足していって、もう一度結
論にして、という実際の指導はそうやって具体
的に進めていきます。そう書いていくことで、
「いろんな人にとってわかりやすくなるよ」と
いうことを伝えます。 
 これをやっていくと、意外な効果があります。
私が相手にする学生というのは、何も地理の学
生だけではないのです。他の分野の学生もたく
さん来ているのです。だから、どういう話にな
ってくるかというと、「あなたの言っていること
がわからない」ということになるのです。なぜ
わからないかというと、筋道立てて書いていな
いからなのです。日本語でもおそらく同じこと
が言えると思います。さきほど私が言ったのは、
学問分野の持っている文化のスタイル、論述文
化のスタイルというのは、文化障壁にもなると
いうことです。それをうまくロジックを通して
説明しなかったら、翻訳もできないし、意思疎
通もできないということがわかってくるのです。
そうしたら、「もうちょっとわかりやすく言おう
かな」という姿勢が生まれてきます。 
 ですから、これを「国際化」と呼んではいる
のですが、実は学際化でもあるのです。やはり、
自分たちの学問分野でしか通用しないタームが、
どの分野でも少なからずあります。それをどう
やって翻訳するかが、毎回課題になっていて、
翻訳者と著者の仲立ちをして、訳語を特定する
という、非常に時間のかかる作業をやっていま
す。ですので、年間 2本翻訳するのが精一杯で
す。そういう形でどうしたら話が通じるかとい
うことを今模索しているところですね。でもな
んとなくわかってきました。やはり学問分野の
文化というのは、それは文化ですけど、それを
ひとたび越えようと思ったときに、壁になって
いるということです。各分野の方には「もうち
ょっと他の分野の人にもわかるように論文を書
いて下さい」、「発表して下さい」と言いたいな
と思います。 
 司会：他にありますか？ 
 N：経済学研究科のNと申します。必ずしも
英語の話ではないのですが、図 1を見せていた
だいて思ったのですが、地理学系の雑誌を日本
の大学がどれぐらい買っているかというときに、
英語の雑誌も、それから英語だけではなくて日
本語の雑誌もそうなのですが、日本の図書館に
はある時期までは予算が増えていって、新しく
出た雑誌も買っていたけど、ある時期からは新
しい雑誌を買わなくなった。慣性で古いのを買
って、結局今日本の図書館のシステムだと、古
い昔からある雑誌は買われていきます。しかし、
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英語圏のJournal of Economic Geographyとい
うかなり評価の高い雑誌もほとんど日本の大学
に入ってないし、日本語の雑誌で新しく出たの
もそうです。そういう意味では、こういう予算
縮減期になってくると、新しい方への道が閉ざ
されているという傾向が強くなるという危機感
みたいなものがあります。その意味では、パッ
ケージは非常に問題があるのですが、皮肉なこ
とに、ある意味パッケージ化は CCS のような
雑誌にもチャンスを広げていると解釈もできる
のかどうかというあたり、どのようにお考えか
ご意見をお聞かせいただければと思います。 
 山﨑：パッケージ購読される雑誌の中に、新
しい雑誌が入る可能性があるというロジックで
多分A社もアピールするとは思うのです。でも
そこなのですよね。それなら、新規雑誌がそん
なに高いのかなとか思うのですけど、概ね高く
ないですよね。高いですか？ 
 N：高くないのもそうですし、それからここ
は総合大学だから難しいのですけど、山﨑先生
が言われているようにパッケージで買うのが本
当にいいのかどうかということです。別に個人
的な考えですが、もしここが商科大学の伝統そ
のままで、文系のそんなに規模の大きくない雑
誌だったらそれこそ、一本一本クレジットカー
ドで買いに行って、あとで精算の方がよっぽど
効率がいいのではないかというのが、私の個人
的な意見です。 
 山﨑：今一度費用対効果の見直しをすべき、
というのはそういうことなのですよね。実際に、 
「こんなに古いアングロの雑誌をいつまでも読
んでいて良いのか」、「もっと新しいこういう雑
誌があるではないか」ということがあると思う
のです。ですから、来年度の課題は雑誌購読費
の値上げ分をどう賄うかということなので、各
研究科に持ちかけたいのは、購読内容を精査し
てくれということです。本当に雑誌として購読
する価値があるのかどうか、我々の研究にとっ
てメリットのある雑誌はどれかと、ふるいをか
けて、仕分けしてみたら、パッケージからずれ
る形のものが出てくるかもしれないですね。そ
ういう捉え方をしていって、N先生がおっしゃ
ったような、古いものをやめて代わりに新しい
雑誌をどんどん入れていったら良いと思います。
それをやめるのが難しいというのは惰性で来て
いるからで、どこかで思い切らないといけない
のでしょうね。 
 H：都市研究プラザのHと申します。質問と
いうより、意見なのですけども。自分が CCS
に絡ませていただいて、プロセス管理をしてい
るのです。関連論文を調べていると、この大学
のパッケージでは足りないのです。自分が一応
まだミュンヘン大学に籍がありますのでそのリ
サーチャーとしての身分が利いてくることが
多々あるのです。そういう場合、本来ならここ
でプロジェクトをやっているのならば、大学の
中で全て完結していないといけない話だと思う
のですが、それがだいたいそうなっていないと
いうことです。それともう一つ問題なのは、た
とえば、さきほどN先生がおっしゃったように、
個別にクレジットカードで精算する、こういう
ことができればいいのですけども、財務上大変
めんどうくさいことになってきます。たとえば、
翻訳の話もそうですが、プロセスとして、当然
こうやっていかなければいけない、こういう図
書館の問題っていうのは、全学的に、この大学
がどういう目標、どういう戦略で、どういう風
な学術分野を発展させていくかということを考
えた上で、全学的に制度的なものを全部入れ替
えていかなきゃいけないと思います。そういう
ものを作り上げた上で何かをやるというのは、
すごく大事じゃないかと、自分は個人的に思い
ます。本当に、個人的にはさきほどの山﨑先生
は指導されているというお話だったのですけど
も、単に個人的な、一部の教員にだけ知られる
システムになっていますので、大学の発展を考
えた上での総合的な戦略を立てて、一つ一つの
プロセスを徹底していただきたいなと思ってい
ます。 
 山﨑：はい、ありがとうございます。Hさん
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とは、立ち話程度にいろいろ CCS 編集のご苦
労も聞いています。A 社による CCS の立ち上
げのときも、当時の副学長はかなり渋い顔をさ
れていました。やはり「A社のマーケティング
が…」という思いは、多分どなたも持ってらっ
しゃると思います。ただそれがようやく今、何
が問題かということが、私もやってみて、Hさ
んもやってみて、わかってきたというところで
す。そろそろそれについて全学的に声をあげて
いく段階になってきたと思います。私も副所長
ですので、図書館運営にそういう意見も反映さ
せていきたいなと思っています。
 
 
 
 
 
注 釈 
1)  機関リポジトリとは、研究機関が所属教
員等の研究成果を電子化し、保存・提供す
るサービスないしシステム。 
2)  オープンアクセスジャーナルとは、学術
雑誌を電子化し、掲載論文を誰もが閲覧可
能になるよう、インターネット上で無償公
開したもの。査読制度をもつもの、投稿者
に課金するものなど様々な形態がある。 
3)  インパクトファクターとは、文献引用影
響率のことで、特定の学術雑誌に掲載され
た論文が特定の年または期間内にどれくら
い頻繁に引用されたかを平均値で示す尺度。
トムソン・ロイター社の Journal Citation 
Reportsが備えている評価ツールの 1 つ。
トムソン・ロイター（2012）「インパクトフ
ァクターについて」URL: 
http://ip-science.thomsonreuters.jp/ssr/im
pact_factor/（2012年 12月 29日閲覧） 
4)  OPAC とは、Online Public Access 
Catalogの略。従来の目録カードによる図書
情報管理に代わって、公共・大学図書館が
所蔵する文献の書誌情報をインターネット
上で管理・公開したもの。 
5)  CiNii（サイニィ）とは、「NII論文情報ナ
ビゲータ」のこと。国立情報学研究所（NII）
が提供する論文や図書・雑誌などの学術情
報で検索できるデータベース・サービス。
オープンアクセスジャーナルなどの電子化
された論文を直接ダウンロードできる機能
も備える。 
6)  J-STAGEとは、独立行政法人科学技術振
興機構（JST）が構築した「科学技術情報発
信・流通総合システム」（Japan Science and 
Technology Aggregator, Electronic）。学協
会の情報発信機能を支援するため、電子ジ
ャーナル出版に必要なハードウェア・ソフ
トウェアを提供する、国内最大のオープン
アクセスジャーナル（一部有料）のプラッ
トホーム。 
7)  Google Scholarとは、ウェブ検索サイト
Googleが提供する学術文献の検索サイト。
著者や主題ごとに関連文献を検索すること
ができ、文献の引用関係を表示する機能を
持つ。 
8)  紀要論文データベースとは、学術情報総
合センターが提供する学内機関の紀要、学
会誌等のオープンアクセス・データベース。 
9)  この意味で、社会科学系よりも自然科学
系の研究者のほうが電子ジャーナルを多面
的に活用していると言える。 
10) インターナショナルスクールとは、2003
年に大阪市立大学文学研究科が 21 世紀
COEプログラムの一環として始めた国際交
流・国際発信プログラム。2007年の大学院
GP 採択以降は国際発信力育成のための各
種教育プログラムが加わる。大阪市立大学
大学院文学研究科（2012）「国際発信力育成
インターナショナルスクール」URL: 
http://educa.lit.osaka-cu.ac.jp/~ggp/index.
html（2012年 12月 29日閲覧）参照。 
11) 韓国における大学国際化の特徴について
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は、太田浩（2011）「大学国際化の動向及び
日本の現状と課題―東アジアとの比較か
ら」メディア教育研究 8（1）、S1-S12 頁 
URL: 
http://www.code.ouj.ac.jp/wp-content/uplo
ads/vol8no1_shotai_1.pdf （2012年 12月
29日閲覧） 
12) この傾向については、加藤真紀（2011）「論
文の被引用数から見る卓越した研究者のキ
ャリアパスに関する国際比較」文部科学省
科学技術政策研究所第 1 調査研究グループ
Discussion Paper 78 URL:  
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/dis0
78j/pdf/dis078j.pdf（2012年 12月 29日閲
覧） 
13) 大阪市立大学都市研究プラザと大阪国際
交流財団が、2010年 12月 15日から 17日
まで大阪国際交流センターにおいて開催し
た「国際学術シンポジウム―文化創造と社
会包摂による都市の再興」。シンポジウムに
おける発表と討論の詳細は、以下を参照。
Urban Research Plaza (2011) URP GCOE 
DOCUMENT 9: International 
Symposium: Urban Regeneration through 
Cultural Creativity and Social Inclusion. 
Urban Research Plaza, Osaka City 
University URL: 
http://www.ur-plaza.osaka-cu.ac.jp/archiv
es/doc_vol9.pdf（2012年 12月 29日閲覧） 
14) JUSTICE とは、2011年に結成された大
学図書館コンソーシアム連合（Japan 
Alliance of University Library Consortia 
for E-Resources）の略。日本の国公私立大
学の図書館連合として、研究活動で必要と
される電子ジャーナルをはじめとする学術
情報を安定的・継続的に確保・提供するた
めの活動を推進している。 
15)  ただし、編集委員として従事する雑誌の
オンライン購読が無料になったり、A 社の
データベースの一部を無料で利用できたり
する特典は与えられる。しかしこれとて A
社の負担が発生するわけではない。 
16)  A 社ボイコットについては、科学技術振
興機構による解説を参照。 URL: 
http://johokanri.jp/stiupdates/policy/2012/
02/006883.html（2012年 12月 29日閲覧） 
17)  本学のA社データベースBでの購読雑誌
数は 200 足らずで、他社のジャーナルパッ
ケージよりもはるかに少ないが、購読費は
はるかに上回るという状態にある。 
18)  Yamazaki, T. and Kumagai, M. (2009) 
The acceptance of Political Geography in 
Japan: a citation analysis of the 
'international' journal. Geographical 
Review of Japan Series B 82(1), pp. 31-41. 
URL: 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/geogrev
japanb/82/1/82_1_31/_pdf（2012年 12月
29日閲覧） 
19)  Political Geographyの国際化指数が 0.50
ということはアングロ系著者 2 に対して非
アングロ系 1、つまり 33％の割合となる。
ただし、著者の所属する大学の所在国での
分類であって、著者の人種や国籍による分
類ではない。 
20)  国立国会図書館（2007）「ブラックウェル
社との電子ジャーナル契約交渉決裂（ノル
ウェー）」カレントアウェアネス・ポータル 
URL: http://current.ndl.go.jp/node/5223
（2012年 12月 29日閲覧） 
21)  Google Analyticsとは、ウェブ検索サイト
を運営するGoogle社が無料で提供するウェ
ブサイトへのアクセスを解析できるサイト。 
22)  2012年 11月末日で、各号のEditorial 3
本と掲載論文 8 本のダウンロード累計は約
5,300回に至っている。 
 
